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《コメント》

7年2月 うち男 7年1月 対前月比 6年2月 対前年　　　同月比

　Ａ．新規求職申込件数 471 199 599 ▲ 21.4 577 ▲ 18.4

130 58 142 ▲ 8.5 130 0.0
　ｂ．うち中高年齢者 287 131 370 ▲ 22.4 314 ▲ 8.6

　Ｂ．月間有効求職者数 1,914 802 1,871 2.3 2,086 ▲ 8.2
　ｃ．うち雇用保険受給者 720 301 717 0.4 744 ▲ 3.2
　ｄ．うち中高年齢者 1,153 511 1,121 2.9 1,174 ▲ 1.8

　Ｃ．新規求人数 933 1,027 ▲ 9.2 1,122 ▲ 16.8

　Ｄ．月間有効求人数 2,720 2,767 ▲ 1.7 2,892 ▲ 5.9

　Ｅ．紹　介　件　数 475 184 532 ▲ 10.7 544 ▲ 12.7
　ｅ．うち雇用保険受給者 104 35 98 6.1 124 ▲ 16.1
　ｆ．うち中高年齢者 300 120 302 ▲ 0.7 294 2.0

　Ｆ．就　職　件　数 191 59 216 ▲ 11.6 232 ▲ 17.7
　ｇ．うち雇用保険受給者 57 18 52 9.6 66 ▲ 13.6
　ｈ．うち中高年齢者 103 31 127 ▲ 18.9 130 ▲ 20.8
　ｉ．うち県外就職者 10 2 17 ▲ 41.2 19 ▲ 47.4

　Ｇ．充足数 169 208 ▲ 18.8 211 ▲ 19.9

　新規求人倍率　（　Ｃ　／　Ａ　） 1.98 1.71 0.27 1.94 0.04

　有効求人倍率　（　Ｄ　／　Ｂ　） 1.42 1.48 ▲ 0.06 1.39 0.03

　就　職　率　　　 （　Ｆ　／　A　） 40.6 29.6 36.1 4.5 40.2 0.4
　うち中高年（　ｈ　／　ｂ　） 35.9 23.7 34.3 1.6 41.4 ▲ 5.5

　充　足　率　　 　（　Ｇ　／　C　） 18.1 20.3 ▲ 2.2 18.8 ▲ 0.7

注：学卒を除きパートを含む。  

しろやま

 
　　　　　　　～～　２月の有効求人倍率は１．４２倍で前月比０．０６ポイント減少したが、２月としては最高値（同率）であった！　～～

【求人倍率】　今月の有効求人倍率は1.42倍で、対前年同月比0.03ポイント増加した。2016年（平成28年）12月に初めて1.0倍を超えて以降、当月
　　　　　　　　　までの99ヶ月中95ヶ月で1.0倍を超えており、若干の上下動を繰り返しながら約８年以上の長期にわたって高水準で推移している。
　
【求　　　職】　新規求職申込件数は471件と、前月比▲128件（▲21.4％）、対前年同月比では▲106件（▲18.4％）であった。
　　　　　　　　 うち雇用保険受給者は130件と、前月比▲12件（▲8.5％）、対前年同月比では±0件（±0％）であった。
　　　　　　　　 月間有効求職者数は1,914人と、前月比43人（2.3％）増加したが、対前年同月比では▲172人（▲8.2％）であった。
　　　　　　　　 月間有効求職者中、45歳以上の中高年齢者数は1,153人と、前月比32人（2.9％）増加したが、対前年同月比では▲21人(▲1.8％）であった。
　　　　　　　　 月間有効求職者中、45歳以上の中高年齢者が占める割合は、今月が60.2％、前年同月が56.3％であった。

【求　　　人】　新規求人数は933人と、前月比▲94人（▲9.2％）、対前年同月比では▲189人（▲16.8％）であった。
　　　　　　　　 月間有効求人数は2,720人と、前月比▲47人（▲1.7％）、対前年同月比では▲172人（▲5.9％）であった。
　　　　　　　　 産業別の新規求人数のうち、対前年同月比で増加した主な産業は、サービス業が9人（11.8％）増、教育、学習支援業が8人（57.1％）増、運輸
　　　　　　　　 業、郵便業が6人（11.8％）増であった。一方、減少している主な産業は、医療、福祉が▲128人（▲28.1％）、公務、その他が▲23人（▲24.7％）、
　　　　　　　　 生活関連サービス業、娯楽業が▲20人（▲71.4％）であった。今月は全18産業中7産業で増加し、9産業で減少している。
　
【雇用保険】　適用状況では、資格取得者数が299人と、前月比▲86人（▲22.3％）、対前年同月比では▲28人（▲8.6％）であった。
　　　　　　　　  資格喪失者数は387人と、前月比▲123人（▲24.1％）であったが、対前年同月比では19人（5.2％）増加した。
　　　　　　　　  資格喪失者数のうち事業主都合による解雇は23人と、前月比▲12人（▲34.3％）、対前年同月比では±0人（±0％）であった。
　　　　　　　　  失業給付状況では、基本手当受給資格決定件数が138件と、前月比▲10件（▲6.8％）であったが、対前年同月比では9件（7.0％）増加した。
　　　　　　　　　基本手当受給者実人員は450人と、前月比▲51人（▲10.2％）、対前年同月比では▲24人（▲5.1％）であった。

　※　当月は、前年同月比で新規・月間有効求職者数、新規・月間有効求人数全てにおいて減少している。求人の減少については、更新時期がずれただ
　　　けであり、景気の悪化による雇用調整等の情報は今のところ入っていない。
　※　ハローワークインターネットサービスの拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には「ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者や
　　　求職者がハローワークインターネットサービス求人に直接応募した就職件数等」が含まれている。
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Ｒ4年度

Ｒ5年度

Ｒ6年度

３．パートタイム業務取扱状況

２．有効求人倍率の推移　

４．高年齢者の職業紹介状況

５．障害者関係

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １月 ２月 ３月

1.22 1.25 1.23
1.24 1.14 1.18 1.24 1.28 1.35 1.37

１０月 １１月 １２月

1.46 1.53 1.38 1.37 1.31
1.39 1.32

1.37 1.41 1.41 1.44 1.54
1.21 1.22 1.28 1.28 1.31 1.38 1.33

項　　　　　目 7年2月 うち女 7年1月 対前月比

1.48 1.421.20 1.17 1.23 1.31

新規求職申込件数 177 128 224 ▲ 21.0

6年2月 対前年度比

月間有効求職者数 741 543 718 3.2

203 ▲ 12.8

新規求人数 318 325 ▲ 2.2

787 ▲ 5.8

月間有効求人数 891 930 ▲ 4.2

446 ▲ 28.7

紹　介　件　数 209 157 266 ▲ 21.4

1006 ▲ 11.4

就　職　件　数 73 63 118 ▲ 38.1

235 ▲ 11.1

96 ▲ 24.0

有効求人倍率

▲ 0.40新規求人倍率 1.80 1.45 0.35 2.20

1.20 1.30 ▲ 0.09 1.28

新規求職申込件数
193 91 260 ▲ 25.8

対前年度比項　　　　　目 7年2月 うち男 7年1月 対前月比 6年2月

うち６５歳以上 107 52 137 ▲ 21.9 101 5.9

208 ▲ 7.2

778 2.4 776 2.7

紹　介　件　数
182 76 187 ▲ 2.7

月間有効求職者数

189 ▲ 3.7

うち６５歳以上 382 195 351 8.8

うち６５歳以上 69 24 75 ▲ 8.0 74 ▲ 6.8

4 28 ▲ 14.3 24

15 84 ▲ 28.6 72 ▲ 16.7
就　職　件　数

60

24

有効中 就職中 保留中

全有効求職者に占める高年齢者の割合 41.6 41.6

うち６５歳以上

28 14 220 752 175

新規求職申込
件数 就職件数

登録状況

0.1 37.2

355 7.6

4.4

▲ 0.08

797 376
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項　　目

　　

7年2月 6年2月 7年2月 6年2月

　Ａ，Ｂ　 農，林，漁 業 17 11 54.5 5 4 25.0

　Ｃ 　　　鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 - 0 1 ▲ 100.0

 D 　　　建　　設　　業 133 132 0.8 15 10 50.0

　Ｅ 　　　製　　造　　業 57 68 ▲ 16.2 24 17 41.2

　食料品製造業 9 13 ▲ 30.8 11 1 1000.0

　飲料･たばこ･飼料製造業 2 2 0.0 0 0 -

　繊維工業 7 10 ▲ 30.0 4 6 ▲ 33.3

　木材・木製品製造業(家具を除く） 0 6 ▲ 100.0 0 2 ▲ 100.0

　家具･装備品製造業 3 0 - 0 0 -

　パルプ･紙･紙加工品製造業 0 3 ▲ 100.0 1 2 ▲ 50.0

　印刷・同関連業    1 0 - 1 0 -

　化学工業 3 3 0.0 1 1 0.0

　石油製品･石炭製品製造業 0 0 - 0 0 -

　プラスチック製品製造業 16 11 45.5 1 1 0.0

　ゴム製品製造業 0 0 - 0 0 -

　窯業・土石製品製造業 1 0 - 0 0 -

　鉄鋼業 0 0 - 0 0 -

　非鉄金属製造業 0 0 - 0 0 -

　金属製品製造業 4 6 ▲ 33.3 1 0 -

　一般機械器具製造業 8 13 ▲ 38.5 3 3 0.0

　電子部品･デバイス・電子回路製造業 0 0 - 0 0 -

　電気機械器具製造業 3 1 200.0 1 1 0.0

　情報通信機械器具製造業 0 0 - 0 0 -

　輸送用機械器具製造業 0 0 - 0 0 -

　その他の製造業 0 0 - 0 0 -

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 5 0 - 0 1 ▲ 100.0

Ｇ 情報通信業 12 18 ▲ 33.3 1 0 -

Ｈ 運輸業，郵便業 57 51 11.8 7 3 133.3

Ｉ 卸売業，小売業 83 97 ▲ 14.4 18 25 ▲ 28.0

Ｊ 金融業，保険業 0 2 ▲ 100.0 1 0 -

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 4 9 ▲ 55.6 2 4 ▲ 50.0

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 18 18 0.0 5 5 0.0

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 30 47 ▲ 36.2 5 15 ▲ 66.7

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 8 28 ▲ 71.4 1 4 ▲ 75.0

Ｏ 教育，学習支援業 22 14 57.1 7 5 40.0

Ｐ 医療，福祉 327 455 ▲ 28.1 52 62 ▲ 16.1

Ｑ 複合サービス事業 5 3 66.7 1 4 ▲ 75.0

Ｒ サービス業(他に分類されないもの） 85 76 11.8 18 21 ▲ 14.3

Ｓ,Ｔ  公務･その他 70 93 ▲ 24.7 21 41 ▲ 48.8

合　　　　　　　　　　計 933 1,122 ▲ 16.8 183 222 ▲ 17.6

人以下 554 632 ▲ 12.3

人 204 221 ▲ 7.7

人 91 104 ▲ 12.5

人 22 15 46.7

人 37 145 ▲ 74.5

人以上 25 5 400.0

６．産業別新規求人数・就職件数

産　業　別

新　規　求　人　数 就　職　件　数　

求　人　数 対前年同月
増減率

就　職　件　数 対前年同月
増減率

３００～４９９

５００～９９９

１，０００

注： 　その他の製造業=区分け以外の全ての製造業を含む。　就職件数には臨時・季節分を含まない。
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　　　　（支給金額　：　単位　千円）

7年2月 うち男 7年1月
対

前月比
6年2月

対前年
同月比

　新規適用事業所数 8 8 0.0 8 0.0

　廃止事業所数 6 6 0.0 4 50.0

　月末適用事業所数 2,971 2,970 0.0 2,984 ▲ 0.4

　月末委託事業所数 1,082 1,084 ▲ 0.2 1,083 ▲ 0.1

　資格取得者数 299 155 385 ▲ 22.3 327 ▲ 8.6

387 196 510 ▲ 24.1 368 5.2

　うち事業主都合による解雇 23 35 ▲ 34.3 23 0.0

　離職票交付件数 294 396 ▲ 25.8 295 ▲ 0.3

　月末被保険者数 36,559 20,042 36,662 ▲ 0.3 36,746 ▲ 0.5

138 56 148 ▲ 6.8 129 7.0

　初回受給者数 95 35 98 ▲ 3.1 99 ▲ 4.0

　受給者実人員 450 164 501 ▲ 10.2 474 ▲ 5.1

　支　給　金　額 50,447 21,322 66,440 ▲ 24.1 56,916 ▲ 11.4

36 22 65 ▲ 44.6 46 ▲ 21.7

　受　給　者　数 46 29 56 ▲ 17.9 54 ▲ 14.8

　支　給　金　額 9,988 6,958 12,000 ▲ 16.8 11,173 ▲ 10.6

　再就職手当支給人員 31 15 36 ▲ 13.9 28 10.7

　再就職手当支給金額 12,752 6,382 12,238 4.2 9,227 38.2

　受給要件確認件数 21 12 18 16.7 20 5.0

　受　給　者　数 82 58 209 ▲ 60.8 85 ▲ 3.5

　支　給　金　額 3,354 2,594 9,437 ▲ 64.5 3,612 ▲ 7.1

　受給要件確認件数 40 11 41 ▲ 2.4 33 21.2

　受　給　者　数 155 15 163 ▲ 4.9 160 ▲ 3.1

　支　給　金　額 30,604 3,853 33,354 ▲ 8.2 34,226 ▲ 10.6

　受　給　者　数 2 1 11 ▲ 81.8 3 ▲ 33.3

　支　給　金　額 27 18 189 ▲ 85.7 105 ▲ 74.3

0.72
1.33
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（注）
「7．雇用保険業務取扱状況」の失業給付状況欄の「＊高年齢求職者給付」について、令和5年5月までは「特例一時金」
を掲載していたが、支給実績がほとんど無くなったため、「高年齢求職者給付」に変更することとした。
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 6/4 6/5 6/6 6/7 6/8 6/9 6/10 6/11 6/12 7/1 7/2 7/3

全  国 1.16 1.31 1.29 1.25 1.26 1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24

宮崎県 1.36 1.44 1.38 1.30 1.30 1.29 1.28 1.30 1.30 1.31 1.31 1.30 1.29 1.29 1.29

延岡所 1.26 1.33 1.29 1.36 1.20 1.17 1.23 1.31 1.37 1.41 1.41 1.44 1.54 1.48 1.42
全国と宮崎県は季節調整値 （注）令和6年12月以前の数値は、新季節指数により改訂されている。（令和7年1月改訂）

延岡所は原数値

10月 11月 12月 6年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7年1月 2月

失業率の推移 2.5 2.5 2.5 2.5 2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.6 2.5 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年比

R4年度 977 858 1,023 953 958 997 1,003 964 905 985 1,048 1,043 11,714 3.4
R5年度 939 946 917 774 936 1,007 812 888 919 957 1,122 1,015 11,232 ▲4.1
R6年度 901 866 998 894 852 1,123 982 817 1,029 1,027 933 10,422

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年比

R4年度 689 571 503 472 486 504 484 416 317 620 577 623 6,262 2.1
R5年度 678 518 432 498 429 488 487 425 335 632 577 535 6,034 ▲3.6
R6年度 694 502 420 441 400 488 483 387 361 599 471 5,246

有 効 求 人 倍 率 の 推 移

延岡所の新規求人の動き（パート含む）

延岡所の新規求職の動き（パート含む）

安定所別
有効求人倍率状況（原数値）
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